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リフォーム市場の獲得に向けて
再編を迫られる建材・住設業界
産 業 構 造 と 法 律 の 改 革

中川隆之

又木毅正

本智博

住宅の新築着工数が減少する一方で、今後リフォーム市場が拡大すると予想

され、建材・住設企業はリフォーム市場の獲得を強化しつつある。

野村総合研究所（NRI）は、インターネットアンケートにより、リフォーム

市場の調査を行った。その結果、築年数別のリフォーム状況が明らかになり、

新築市場と比較してリフォーム市場は多様であることがわかった。現在７兆円

程度の市場が、2010年には約８兆円に拡大するという推計結果も得られた。

リフォーム市場では、エネルギーなど他業界からの新規参入が見られる。こ

のような変化のなか、建材・住設企業はシェアの拡大に向けて、ソリューショ

ン型の営業体制の強化や、住宅の複数の部位に対応可能な品ぞろえの強化など

が求められている。今後、建材・住設企業がリフォーム市場を獲得するために

は、流通機能を大きく変革していくことが必要となろう。

加えて、異業種間でのコラボレーションの促進、｢安心リフォーム」を推進

するためのプラットフォームの構築など、従来の建材・住設業界の枠を超える

仕組みづくりを行っていくことが望まれる。
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建材・住設業界は、住宅の新築着工数の減

少、リフォーム市場の拡大といった市場環境

の変化のなかで、従来とは異なる対応を求め

られている。本稿では、リフォーム市場を中

心に、市場の変化について分析を行ったうえ

で、今後の対応について提言を行う。

1997年以降減り続ける新築着工数
建材・住設業界を取り巻く大きな環境変化

として、新築着工数の減少があげられる。住

宅の新築着工数は、高度成長時代に急増し、

1973年の石油危機後は115万戸から170万戸の

間で推移してきたが、最近では96年の164万

戸をピークとして減少傾向にあり、ここ数年

は115万戸前後で推移している（図１）。

住宅着工数が増減する背景として、短期的

には景気や金利などの変動があるが、中長期

的には人口数の変動があげられる。2003年時

点における５年階層人口（５歳刻みで見た人

口数）と、新築住宅の５年間累積着工数の推

移を比較した結果を図２に示す。石油危機後
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図1　住宅の新築着工数の推移�
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図2　住宅着工数と5年階層人口との比較�

出所）国土交通省『建築統計年報』、総務省「国勢調査報告」｢人口推計年報」より作成�

石油危機�

5年階層人口�

5年間着工数�

0603-NRI/p52-63  06.4.10 09:50  ページ 53



54 知的資産創造／2006年3月号

の新築着工数は５年階層人口と連動してお

り、今後、20歳以下の人口が減少するため、

新築着工数も減少することが予想される。

本稿で対象とする建材・住設業界に属する

大手上場企業14社の売上高と利益を表１に示

す。過去５年間、住宅の新築着工数が123万

戸から115万戸の間で微減ないし横ばいで推

移しているなかで、14社の売上高と利益は増

加傾向にある。そこで以下では、今後、新築

着工数の減少が予想される建材・住設業界に

おけるリフォーム市場への取り組みに焦点を

絞り、市場を展望していく。

リフォーム市場をにらんでの事業
領域再編、企業間提携、新規参入
建材・住設業界では、新築着工数が減少す

るなかで、今後拡大が予想されるリフォーム

市場に対する取り組みの強化に向け、企業間

の提携が加速しつつある。また、パワービル

ダーの台頭、異業種からの新規参入、耐震強

度偽装や悪質リフォーム会社への対策などが

注目されている。

事業領域の再編が進展

建材・住設業界では、互いに異なる商品を

扱う企業間の提携や合併・買収、事業の交換

が増加しており、全体として取扱商品の種類

を増やす動きが見られる。たとえば、トステ

ムとINAXの合併による住生活グループの形

成や、ニチハと大建工業の間での事業交換な

どがあげられる。

建材・住設業界は、従来は木材系、窯業

系、金属系といった材質や取り扱う住宅の部

位により市場が細分化されていたが、新築着

工数が減少するなかで、取扱商品を増やすこ

とで事業領域を拡大し、活路を見出しつつあ

るといえよう。

建材・住設企業間の提携などによる
直接営業の強化

建材・住設各社は、リフォーム市場への取

り組みを強化している。たとえば、TOTOが

YKK AP、大建工業と施工業者網からなる

｢リモデルクラブ」を形成するなど、異なる

分野の企業がリフォーム事業で提携してい

る。また住設メーカー各社は、ショールーム

を全国的に展開し、リフォームユーザーに対

する直接的な営業を強化する傾向にある。

パワービルダーの台頭

パワービルダーと呼ばれる新興の住宅メー

カーが急成長しつつあり、この５年間で売上

高を２倍近くまで拡大している（図３）。パ

ワービルダーは、大手が手掛けない小型物件

を低価格で販売することで業績を伸ばしてい

る。パワービルダー10社の売り上げ合計は、

積水ハウス（売上高１兆3722億円/2005年1月
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最近のトピックス

表1 主要な建材・住設企業の業績の推移

注）2004年に松下電工は決算期を変更している
出所）各社の有価証券報告書より作成

松下電工

住生活グループ

TOTO

三和シヤッター工業

リンナイ

大建工業

ノーリツ

タカラスタンダード

クリナップ

サンゲツ

東リ

ニチハ

サンウエーブ工業

ウッドワン
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2,001
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期）、大和ハウス工業（１兆3659億円/2005年

3月期）に次ぐ、業界３位に位置している。

パワービルダーの提供する住宅が安価とな

る要因の１つとして、購入数量の多さを武器

に、建材・住設企業に値下げ圧力をかけてい

ることがあげられる。この結果、流通分野の

再編が加速されつつある（詳細は後述）。

異業種の住宅事業への参入

エネルギー会社（電力・ガス会社）、セキ

ュリティ会社、自動車会社、百貨店などが住

宅事業に参入している。電力会社はオール電

化住宅向けの営業を強化しており、地場の

工務店などを組織化してIH（電磁誘導過熱）

クッキングヒーターなどの商品リースを増や

そうとしている。また、信販会社とリフォー

ム向けの低金利ローンで提携している例も見

られる。一方、ガス会社は、マンション床暖

房の営業を強化している。

セキュリティ各社はホームセキュリティ分

野を強化するとともに、たとえばセコムはマ

ンションの販売にも進出し、戸建て分譲の細

田工務店への出資も行っている。自動車会社

では、トヨタ自動車がミサワホームを財務支

援するなど連携を強め、住宅事業を強化する

動きが見られる。

その他、家電量販店や百貨店（大丸）がリ

フォーム会社と組んで住宅リフォームに事業

展開している例がある。
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住宅耐震化に関する改修補助、
税優遇の促進

耐震強度偽装事件で住宅の耐震化に関心が

高まっていることから、国土交通省は2005年

度補正予算で、耐震診断や耐震改修に関する

補助制度を拡充した。2015年までに耐震性が

十分な住宅の割合を全体の９割に高めるべ

く、改修補助や所得税の税額控除を増やすこ

とで、現在年間６万戸程度の耐震改修を10万

戸程度に拡大することを目指している。

住宅品質保証体制の強化

耐震強度偽装事件や悪質リフォーム業者の

存在などにより、新築およびリフォームにお

ける品質保証体制に対する不安が広がってい

る。国土交通省はこれを受け、2005年７月に

リフォーム無許可業者に対する指導、監督を

強化する方針を打ち出した。住宅リフォーム

市場が活性化するためには、品質保証体制の

構築がきわめて重要であり、今後、悪質リフ

ォーム業者に対する規制の強化が一層進むこ

とが予想される。

求められる住宅リフォームの特性に
合致した販売チャネルの構築
建材・住設企業にとって、リフォーム市場

の獲得が重要な経営課題となっている。本章

では、まず住宅ストックの現状をマクロ的に

概観する。次に、野村総合研究所（NRI）が

独自に実施したインターネットアンケートに

基づいて、リフォーム市場の特徴を詳細に分

析したうえ、今後、建材・住設の販売チャネ

ルを中心に、業界構造がどのような変化を迫

られるかを考察していく。

住宅ストックの現状

2003年10月時点で、5387万戸の住宅が存在

し、このうち約4700万戸が実際に利用されて

いる（図５）。すなわち、世帯数と比べて住

宅は供給過剰の状況にあり、１割以上が空き

家となっている。

また、新築住宅と取り壊される除却住宅と
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の関係を見ると、1950年以降に新築された住

宅の総着工数は5922万戸であり、取り壊され

た住宅は752万戸となっている。1950年以降

に建設された住宅の９割近くがストックとし

て残されている。

築年数別の住宅活用率

次に、築年数別の住宅活用率（住宅ストッ

クのなかで実際に利用されている割合）を

図６に示す。現状では、住宅の築年数が25～

35年になると有効活用率が減少しており、築

年数が50年を過ぎると、約半数が建て直され

るか空き家となる。一方、残りの半数は築25

～35年に大掛かりなリフォームが行われ、そ

の後も利用されていると推定される。

今後、次の２つの理由から、築25～35年の

住宅のリフォームの割合が高まり、住宅活用

率が向上すると予想される。

�2007～10年に団塊の世代が定年退職を迎

える。この世代によって高度成長時代に

大量に建設された住宅がリフォームの時

期（築25～35年）に差し掛かる。今後、

年金等に対する不安などから、建て直し

よりも、リフォームが選択される。

�国が住宅の耐震化を促進しており、改修

補助や税優遇を行っているため、1981年

施行の改正建築基準法の「新耐震基準」

以前の住宅において、耐震リフォームが

推進されるようになる。

この結果、築25年以降も利用される住宅

の比率がさらに高まる可能性がある。現在、

1970～80年に建設された築25～35年の住宅が

大規模リフォームの時期に来ており、今後、

リフォーム市場の拡大が予想される（この見

通しについては後述する）。
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表2 「お住まいのリフォームに関するアンケート調査」の概要

目的：住宅リフォーム市場の現状と今後の変化の把握

対象者：次の3つの条件に当てはまる人

①全国の30歳以上の男女

②自宅（戸建て、マンション）を、過去3年以内にリフォームし

た経験がある人

③上記リフォームに際して、回答者自身が工事業者を選定した場

合

方法：野村総合研究所のインターネットリサーチ「TrueNavi（トゥル

ーナビ）」 （参考）http://truenavi.net

調査日：2005年12月16日（金）

有効回答数：事前調査3832、本調査700
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アンケートの結果から見た
住宅リフォーム物件の特性

NRIでは、住宅リフォーム市場の現状と今

後の変化を把握することを目的として、過去

３年間にリフォームを実施した主体者に、イ

ンターネットアンケートを行った（前ページ

の表２）。

アンケートの結果から、まず、何らかのリ

フォームを１年間に行う発生比率と住宅の築

年数の関係を分析した（図７）。戸建て住宅

の場合、築10年以上になると、１年間に10％

程度の住宅でリフォーム工事が発生してい

る。マンションの場合は、築15年以上になる

とリフォームの出現率が急速に増加し、８～

10％の水準となっている。

次に、築年数ごとのリフォーム単価を比較

する（図８）。金額は戸建ての方がマンショ

ンよりも高く、築20年以上の場合250万円前

後となる。マンションは、築20年以上で150

万円程度である。

上記のリフォーム単価は平均的な数値であ

り、リフォーム市場では案件によって発注金

額に大きな差が生じている。また、リフォー

ム対象となる建物の築年数により、金額の構

成比率も異なる。物件数は50～200万円のも

のが多いが、金額構成比では500万円以上の

物件が最も大きい（図９、図10）。この傾向

は、築20年以上のもので顕著である。

以上からリフォーム市場では、築25年以上

の住宅では500万円以上の大規模なリフォー

ムが行われていること、また築20年未満の住

宅でも100～500万円の中規模なリフォームが

行われていることが理解できる。

図11に、リフォームの対象となる部位を築

年数別に示す。この図から、築25～30年前後

にリフォームのピークが来ることがわかる。

この時期には、水周り、内装、外装などが同
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時に発注される傾向がうかがえる。

リフォーム発注先を選定する際のポイント

についても調査した。現状では、現在の住宅

を建てた業者とは関係なく、リフォーム専門

店に発注している割合が大きい（図12）。

企業選定の理由としては、｢対応が丁寧だ

ったから」が34％と最も多く、次いで「友

人・知人や近所の人からの推薦」が27％とな

っている（次ページの表３）。リフォーム業

者の選定においては、営業マンのスキルと、

口コミでのPRが重要であることがわかる。

一言にリフォーム市場といっても、対象と

する部位や金額の規模が多岐にわたってい

る。また、リフォーム業者は現状の住宅と関

係なく選ばれるケースが多く、さらには営業

マンのスキルや口コミのPRが重要なことか

ら、リフォーム企業の営業機能、品ぞろえの

面で、以下のことが必要となる。

�ソリューション型の的確な提案ができる

営業体制の強化

�複数の部位に対応可能な幅広い品ぞろえ

つまり、リフォームのニーズや発注パター

ンはユーザーによって異なるため、顧客ニー

ズに即したソリューションを提案できる体制

の構築が必要となる。また、築年数によって

は異なる部位のリフォームが同時に求められ

ることから、リフォーム市場でプライム受注

を目指すためには、幅広い品ぞろえが不可欠

となっている。

さらに、リフォーム市場での売り上げ拡大

に向けて、営業機能や品ぞろえを変えること

に加え、販売チャネルも大きく変化すること

が予想される。すなわち、建材・住設企業が

長年かけて構築してきた新築向けの流通チャ

ネルだけでは、リフォーム市場を確実に獲得

できず、変革が求められる。以下、販売チャ

ネル面から、業界構造の変化を展望する。
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流通チャネルの構造変化

従来、建材・住宅設備の流通チャネルは多

層構造となっていた。しかし、上述したよう

な新築着工数の減少、パワービルダーの台頭

による価格競争の激化、およびリフォーム市

場への取り組みの強化によって、販売チャネ

ルは以下の２つの点で変化しつつある。

①パワービルダーの台頭により新築住宅の

販売チャネルでの中抜きが加速

販売チャネルの変化が加速している要因と

して、関東圏を中心に、パワービルダーのシ

ェアが拡大していることがあげられる。パワ

ービルダーからの値下げ要求が厳しい地域で

は、流通の中抜きが進み、商社や問屋を経由

しない建材流通が拡大しつつある。これに対

し、問屋は合併して規模を大きくするととも

に、零細な建材店や大工の支援・育成を強化

して、既存の流通の維持に努めている。

②リフォーム市場の拡大により流通に求め

られる機能が変化

リフォーム市場で求められている流通機能

は、従来の新築住宅向けの販売チャネルと以

下の点で異なっている。

�リフォーム市場では、建材の物流機能だ

けでなく、施工の機能も求められる。

�リフォーム営業では、現地密着でのソリ

ューション型の営業が重要となる。

すなわち、施工機能を有し、かつ地場での

ソリューション型の営業を行える流通が重視

され、逆にこれらの機能を有していない流通

は、新築市場の縮小に伴って徐々に淘汰され

ていくことが予想される。

上記の２つの変化によって、建材の材質や

外装、内装、水周りなどの部位ごとに分かれ

ていた販売チャネルが、リフォームの市場特

性に即した業種横断型の施工機能と営業機能

を兼ね備えた販売チャネルに変化する可能性

がある（図13）。建材・住設企業において

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

表3 リフォーム企業選定の理由

選定理由

営業対応、要望を聞いてくれる

�対応が丁寧だったから

�自分のニーズを的確に把握して、プランを作ってくれたから

�何度も要望を聞いてくれて、希望するプランを最適に提案し

ようと対応してくれたから

�営業担当者の人柄が良かったから

�リフォームプランをいろいろと提案してくれたから

�営業担当者の知識が豊富だったから

信頼性

�友人・知人や近所の人から推薦されたから

�多くのリフォーム実績があったから

�アフターサービスやメンテナンスの保証があったから

�全国的に有名な企業だから

価格

�価格が安かったから

�価格がわかりやすかったから

その他

�工事の期間が他社よりも短かったから

�その他

回答率（％）

34.1

19.9

19.3

19.3

14.9

7.1

27.0

15.4

12.7

10.9

23.7

18.6

4.7

9.7

出所）野村総合研究所「お住まいのリフォームに関するアンケート調査」2005年12月
（N＝700）
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従来の新築住宅向けの販売チャネル� リフォーム市場で求められる販売チャネル�

バランスの�
とり方が�
今後の課題�

営業� 物流� 施工� 営業� 物流� 施工�

木建�

金物�

窯業�

水周り�

木建�

金物�

窯業�

水周り�

1カ所で極力すべて�
の商品と機能に対応�
可能であることが求�
められる�

0603-NRI/p52-63  06.4.10 09:50  ページ 60



61リフォーム市場の獲得に向けて再編を迫られる建材・住設業界

は、従来の新築向けの販売チャネルを維持し

つつ、リフォーム向けの販売チャネルの強化

に向けて、販売チャネルを再構築していくこ

とが、大きな経営課題となっている。

2010年には８兆円程度まで拡大
新築市場が縮小するなかで、リフォーム市

場の拡大が期待されている。そこでNRIで

は、前述のアンケートにより、リフォーム市

場の推計を行った。その結果によると、現状

で約７兆円の市場規模が、今後５年間で８兆

円程度まで拡大すると予想される（図14）。

リフォーム市場拡大の要因としては、1970

年から80年にかけて建設された住宅の多く

が、今後、本格的なリフォームの時期を迎え

ることがあげられる。この背景としては、前

述したように、｢団塊の世代が定年を迎え、

退職金による住宅リフォーム需要が拡大する

こと」と、｢国が住宅の耐震化を促進してお

り、耐震リフォームが拡大すること」の２点

があげられる（57ページの図６を参照）。

リフォーム市場に即した営業・
流通戦略、コラボレーション、
プラットフォーム構築を
まず、建材・住設企業がリフォーム市場を

獲得するうえで、新築向けと特に異なると思

われる営業戦略と流通戦略に注目して提言す

る。次に、リフォーム市場をソリューション

提案型の市場と捉えた場合、建材・住設企業

によるハード面の提案にとどまらず、異業種

間とのコラボレーションが重要になることを

指摘する。最後に、｢安心リフォーム」を推

進するためのプラットフォーム構築について

提案を行う。

市場タイプ別の営業戦略と流通施策の

立案

リフォーム市場では、築年数および案件に

よって発注パターンが異なっている。このた

め、自社の対象とすべき顧客を想定したうえ

で、どのような発注パターンを有しているか

を分析し、適切な営業戦略を立案することが

望ましい。

たとえば、耐震という視点で見ると、1981

年施行の改正建築基準法の「新耐震基準」以

前の住宅には、耐震改修のニーズがある。耐

震改修を含む大規模リフォームの場合には、

躯体工事が発生するため工務店や住宅企業が

対応しやすくなる。一方、300万円以下の物

件の場合、部位ごとに切り離されて発注され

る傾向があり、小規模なリフォーム業者で対

応可能である。このように、自社が対象とす

る部位、リフォームが出てくる案件の時期、

物件の大きさなどを明確にしつつ、きめ細か

い戦略立案を行っていく必要がある。

ここで建材・住設企業にとって、新築住宅

向けに構築してきた既存の流通をどのように
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リフォーム物件の獲得に適した流通に変えて

いくかが課題となってくる。今後、以下の３

点を検討していくことが求められよう。な

お、建材流通は地域特性もあるため、エリア

ごとに立案していく必要もあると思われる。

①建材・住設企業とリフォーム施工会社の

営業機能の区分けをどうするか

建材・住設企業は、主に展示場をつくって

顧客にダイレクトに営業している。しかし、

リフォームの場合、リフォーム施工会社への

直接発注が多いため、ここからの営業も重要

となる。プッシュ型とプル型の営業を、建

材・住設企業とリフォーム施工会社とで分担

して展開する仕掛けが必要となる。

②自前で商品を幅広くそろえるのか、それ

とも他社との提携で強化していくか

リフォームの場合、複数の部位への対応が

求められることが多い。プライム受注を目指

す場合、対応できる品ぞろえを拡大すること

が必要となる。ここで、自前で対応するのか、

他社と提携して強化するのかを判断していく

必要があろう。

③ナレッジの横展開をどのように行うか

発注先の選定において「丁寧な対応」が重

視されている。さまざまな要望に対して適切

な提案ができるように、ノウハウの蓄積と営

業マンのスキル教育が重要となる。また、開

発したノウハウを社内で効率的に活用できる

体制が必要である。加えて、ノウハウの社外

への流出を防止する仕組みも重要となろう。

異業種間のコラボレーションの促進

住宅リフォームを行う理由としては、｢家

の老朽化」が最も大きい（図15）。一方、単

に住宅の機能を元に戻すだけでなく、｢住環

境のグレードアップ」を図りたいというニー

ズも３割程度存在している。

今後、急速に進む高齢化に伴い、高齢者介

護の需要が拡大すると予想される。今回のア

ンケートでも、築30年以上の建物では、｢親

の老齢化」をリフォームの理由にあげる人が

12％ほど見られ、今後この割合が高まること

が予想される。現状のリフォームは、建材・

住設企業が中心となって、主に老朽化対策が

行われているが、今後、住環境のグレードア

ップを目指し、たとえば高齢者福祉の業界な

どと協調して、ソフト面での対応を強化する

ことも必要になってこよう。住宅リフォーム

というハード面にとどまらず、他業界とのコ

ラボレーションによってソフト面での支援体

制を強化することも重要な課題であろう。

また、｢設備の故障」を原因とするリフォ

ームは、築15～20年でピークを迎える。この

分野については、オール電化住宅や床暖房な

ど、電力会社、ガス会社が力を入れている。

さらには、今後、分散型電源の導入によって

住宅設備産業が変化する可能性もある。たと

えば、太陽電池で水素を発生させ、これを燃

料電池の燃料として活用することが、ホンダ

から提案されている。今後、4700万戸に及ぶ
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63リフォーム市場の獲得に向けて再編を迫られる建材・住設業界

住宅ストックのリフォームのタイミングにお

ける新たなエネルギーインフラの更新は、建

材・住設企業だけの問題でなく、わが国全体

の大きな課題であり、業界の垣根を越えて対

応を進めていくことが望ましい。

｢安心リフォーム」を推進するための

プラットフォーム構築

耐震強度偽装事件を受けて、住宅の品質保

証制度の見直しが強く求められている。品質

の高いリフォームを行うためには、以下の６

つの仕掛けを導入する必要がある。

�質の高いリフォーム業者の選別と育成

�工事設計段階での妥当性の評価体制

�施工プロセスの監査体制

�施工が図面どおり行われていることの監

査体制

�リフォーム中古住宅の流通の促進と査定

内容の統一化

�欠陥リフォームに対する補償体制

住宅リフォーム市場では、これらは必ずし

も整備されておらず、リフォーム発注者であ

る一般消費者がリスクを負っているのが実情

である。６つの仕掛けを機能させるために、

｢第三者による監査体制｣「欠陥不具合の補償

のための保険」｢良質な中古住宅を流通させ

る市場」なども含むプラットフォームの構築

が必要である。

また現在、IT（情報技術）化が急速に進

むなかで、経済・金融の分野において「電子

債権」という考え方が議論されている。リフ

ォーム市場でも、建材・住設企業、リフォー

ム施工会社に、新たに品質監査会社、保険会

社、中古住宅の流通会社が連携して、リフォ

ーム品質を保証できるプラットフォームを構

築することができれば、リフォーム融資を債

権化し、電子債権として取り扱うことも可能

となろう。今後、これらのプラットフォーム

を早急に構築してユーザーに提示できた企業

群が、リフォーム市場において優位を獲得で

きると考えられる。

本稿が、わが国の住環境の改善に向けて、

建材・住設業界の健全な発展に資すれば幸い

である。
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